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本質的な見直し
が必要に思える
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• 出口戦略
1. 国家として守るべき拠点に対し、研究成果を実システ
ムに適用し、戦略的に防御(=実装)していく。

2. 東京オリンピックへの実装
例えば、「世界一安全な都市(東京)・国(日本)」。

3. 新たな領域への展開
例えば、
a. スマートグリッドや交通など重要社会インフラを担う制御系システム
b. 災害現場などでの活用が期待される自動化・自律化ロボットなど

4. ファクトに基づいた(国内外の)政策立案を支援
a. 諸外国との法制度の相互運用性、国際的連携体制
b. 国内業界団体との連携によるファクトの情報共有

• 課題
1. IT機器の利用者や運用者との協働
2. グローバル空間での国際的連携体制(含政策)
3. 新たな領域の出現
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• 施策・研究内容に関するコメント
1. 実際に、国家として防御すべき拠点への実装・運用が
示されていない。

2. IDおよび本人確認に関する研究が、不足している。
3. セキュリティー専門家のみでの活動になっているよう
に見える。
a. 他分野との連携を促すべき。
b. 競争的研究費を増やすべき。

4. グローバルな空間での諸外国との連携に関する具体
的な施策が提示されていない。

5. 関連する業界団体が、縦割りになっていないか?
6. 情勢判断及び意思決定の支援に関する研究が欠け
ている。

7. ソフトウェアの脆弱性に偏っていないか? SW、HW以
外にもプロトコル、設定、運用の脆弱性が認識されて
いる。
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 1.具体的な施策に進展させるべき。
2.実ビジネスの主体との連携を実現すべき
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